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平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

(山梨)有効求人倍率 (全国)有効求人倍率 (山梨)完全失業率(四半期平均) (全国)完全失業率(四半期平均)

(山梨)有効求人倍率0.81
（2008年9月）

(山梨)完全失業率3.４％
（2008年7～9月平均）

(山梨)完全失業率4.４％
（2009年10～12月平均）
（2010年１～ ３月平均）

(山梨)有効求人倍率1.51
（2018年9月）

※有効求人倍率は受理地別の季節調整値
※山梨の完全失業率は四半期平均値(３⇒１～３月、６⇒４～６月、９⇒７～９月、１２⇒10～12月)
◎資料出所：総務省「労働力調査」 厚生労働省「職業安定業務統計」

2008年9月
リーマンブラザーズ破綻 令和３年１月の数値(季節調整値)

■(山梨)有効求人倍率０.９９倍
■(全国)有効求人倍率１.１０倍
◆(全国)完全失業率２.９％
※山梨県の完全失業率は数値なし。

足下の雇用情勢について

１

○足下の雇用情勢は求人が底堅く推移する中、求職者数が求人数を上回っている。主要産業からの求人数の減少幅は縮小傾向にあるものの、求職者
数は引き続き増加傾向にあり、令和３年１月の県内有効求人倍率(季節調整値)は０.９９倍と前月比２か月ぶりに１倍を下回るなど依然として厳
しい状況にある。新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響により一層注意する必要がある。

〇リーマン・ブラザーズの経営破綻(2008年9月15日)後、山梨の完全失業率は約１年で3.4％→4.4％にまで悪化し、有効求人倍率は0.81倍→0.40倍
(2009年9月)に低下した。

(全国)有効求人倍率(左軸)

(山梨)有効求人倍率(左軸)

(山梨)完全失業率
四半期平均(右軸)

(全国)完全失業率
四半期平均(右軸)

有効求人倍率（倍） 失業率（％）

有効求人倍率・完全失業率の推移(平成20年～令和2年)

(山梨)完全失業率1.3％
（2020年1～3月平均）

資料２



新規求人数や新規求職者数の動向について

○令和３年１月の新規求人数(季節調整値)は、前月比▲16.2％減少した(前月比３か月ぶりの減少)。
○新規求職申込件数(季節調整値)は、前月比6.5％増加した(前月比２か月ぶりの増加)。
新規求職者数の基調としては横ばい傾向にある。新型コロナウイルス感染症の影響により事業の先行きに不透明感・不確実性が高まる中、企業で
は雇入れの判断に慎重となり必要な人材を厳選し即戦力を確保しようとする動きが強まっている。また、選択肢となる求人数が大きく減少してい
ることで、求職者が希望する仕事内容や労働条件に合った求人を見つけにくいといった状況もみられる。
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平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

新規求人数(季節調整値) 新規求職申込件数(季節調整値)

(山梨)新規求人数
6,608人

（2017年12月）

(山梨)新規求職申込件数
5,018人

（2008年12月）

※すべて季節調整値

新規求人数・新規求職者数の推移(平成20年～令和2年)

２

2008年9月
リーマンブラザーズ破綻

新規求人数

新規求職申込件数

新規求人数（人） 新規求職申込件数（件）

令和３年１月の数値(季節調整値)
■(山梨)新規求人数４,６５０人
■(山梨)新規求職申込件数３,００３人
◆(山梨)新規求人倍率１.５５倍



有効求人数や有効求職者数の動向について

○令和３年１月の有効求人数(季節調整値)は、前月比▲2.7％減少(前月比７か月ぶりの減少)となった。雇用形態別にみると、一般の有効求人数(季
節調整値)は前月比▲2.3％減少となっている一方、パートの有効求人数(季節調整値)は前月比▲3.4％減少と、パートを多く雇用する業態(飲食
サービス業,小売業等)において、新型コロナウイルスの感染拡大等による影響が生じたものと考えられる。

○令和３年１月の有効求職者数(季節調整値)は、前月比▲2.3％減少(前月比３か月連続の減少)となった。新型コロナウイルスの感染拡大防止の観
点から求職活動を控える動きや経済・雇用情勢の先行きに不透明感・不確実性がある中で転職活動を控える動きがある。一方では、休業期間の長
期化等により勤務先企業への将来不安が高まり、求職活動を開始・再開する動きも一部にみられる。
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平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

有効求人数(季節調整値) 有効求職者数(季節調整値)

(山梨)有効求人数
19,004人 ※過去最高値

（2019年6月）

(山梨)有効求職者数
21,271人

（2009年9月）

有効求人数・有効求職者数の推移(平成20年～令和2年)

３

（人）

※すべて季節調整値

2008年9月
リーマンブラザーズ破綻

有効求職者数

有効求人数

◎有効求人数とは、
前月から「繰越された求人数と
当月の「新規求人数」の合計

◎有効求職者数とは、
前月から「繰越された求職者数」と
当月の「新規求職申込件数」の合計

令和３年１月の数値(季節調整値)
■(山梨)有効求人数１３,６８９人
■(山梨)有効求職者数１３,７８８人
◆(山梨)有効求人倍率０.９９倍



●主要産業別の新規求人数（原数値） （人）

令和３年

11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月

産業計 5,420 5,590 6,709 5,882 5,399 3,933 4,413 4,909 4,770 4,129 5,117 5,280 4,957 5,179 5,209

建設業 428 351 406 441 386 426 402 476 499 455 483 586 518 488 468

製造業 808 617 937 870 708 478 914 514 551 735 543 686 644 612 688

情報通信業 34 60 43 38 68 37 50 64 36 34 87 55 28 47 37

運輸業,郵便業 268 181 186 218 223 150 263 226 216 194 193 240 397 198 227

卸売業,小売業 619 613 653 826 533 422 436 528 577 520 552 613 439 459 545

学術研究,専門・技術サービス業 83 96 202 72 95 91 60 73 157 57 162 101 69 130 99

宿泊業,飲食サービス業 462 455 519 379 399 222 129 305 326 196 376 442 376 314 230

生活関連サービス業,娯楽業 268 263 245 271 278 128 74 153 213 146 189 216 273 195 193

教育,学習支援業 159 99 295 146 106 76 61 92 80 48 107 127 89 190 159

医療,福祉 1,037 1,440 1,292 1,143 1,448 921 938 1,464 1,043 1,023 1,397 1,068 1,151 1,457 1,210

サービス業(他に分類されないもの) 930 812 931 766 680 622 637 610 664 472 787 829 650 765 785
※パート求人を含む。

●【前年同月比】主要産業別の新規求人数（原数値）の増減比 （％）

令和３年

11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月

産業計 ▲ 11.0 0.5 ▲ 4.0 ▲ 16.6 ▲ 14.5 ▲ 40.3 ▲ 34.6 ▲ 19.9 ▲ 29.2 ▲ 30.5 ▲ 13.8 ▲ 20.5 ▲ 8.5 ▲ 7.4 ▲ 22.4

建設業 4.6 ▲ 7.4 ▲ 26.8 15.7 ▲ 9.2 ▲ 26.8 0.0 15.5 ▲ 9.6 4.4 18.1 15.6 21.0 39.0 15.3

製造業 ▲ 21.0 ▲ 22.2 ▲ 21.7 ▲ 15.1 ▲ 17.2 ▲ 55.9 ▲ 4.9 ▲ 39.1 ▲ 53.4 ▲ 21.8 ▲ 32.0 ▲ 45.3 ▲ 20.3 ▲ 0.8 ▲ 26.6

情報通信業 ▲ 41.4 ▲ 10.4 ▲ 18.9 ▲ 15.6 ▲ 1.4 ▲ 36.2 ▲ 10.7 ▲ 3.0 ▲ 35.7 ▲ 24.4 4.8 ▲ 20.3 ▲ 17.6 ▲ 21.7 ▲ 14.0

運輸業,郵便業 ▲ 3.2 1.7 ▲ 27.6 ▲ 34.1 12.1 ▲ 37.5 ▲ 42.3 ▲ 27.8 ▲ 4.8 ▲ 21.8 ▲ 9.8 14.3 48.1 9.4 22.0

卸売業,小売業 ▲ 22.2 2.7 ▲ 17.1 6.2 ▲ 28.2 ▲ 36.6 ▲ 45.4 ▲ 19.8 ▲ 29.6 ▲ 24.2 ▲ 32.6 ▲ 29.1 ▲ 29.1 ▲ 25.1 ▲ 16.5

学術研究,専門・技術サービス業 ▲ 4.6 12.9 66.9 ▲ 17.2 23.4 3.4 ▲ 31.0 ▲ 34.8 ▲ 12.8 ▲ 1.7 31.7 ▲ 21.7 ▲ 16.9 35.4 ▲ 51.0

宿泊業,飲食サービス業 ▲ 14.8 3.4 7.5 ▲ 32.7 ▲ 31.8 ▲ 56.0 ▲ 79.3 ▲ 45.9 ▲ 38.3 ▲ 61.1 ▲ 38.8 ▲ 17.1 ▲ 18.6 ▲ 31.0 ▲ 55.7

生活関連サービス業,娯楽業 ▲ 11.8 ▲ 18.3 ▲ 34.3 ▲ 23.7 ▲ 19.4 ▲ 54.6 ▲ 76.9 ▲ 55.5 ▲ 13.4 ▲ 53.4 ▲ 40.9 0.5 1.9 ▲ 25.9 ▲ 21.2

教育,学習支援業 27.2 28.6 118.5 ▲ 15.1 1.0 ▲ 36.1 ▲ 63.3 12.2 ▲ 29.2 ▲ 70.4 4.9 12.4 ▲ 44.0 91.9 ▲ 46.1

医療,福祉 5.0 14.7 0.9 ▲ 5.8 4.9 ▲ 18.1 ▲ 16.4 9.9 ▲ 11.4 ▲ 6.6 8.6 ▲ 8.6 11.0 1.2 ▲ 6.3

サービス業(他に分類されないもの) ▲ 23.6 ▲ 26.7 ▲ 31.0 ▲ 47.0 ▲ 38.2 ▲ 51.9 ▲ 53.4 ▲ 43.2 ▲ 47.5 ▲ 58.7 ▲ 18.9 ▲ 35.7 ▲ 30.1 ▲ 5.8 ▲ 15.7
※パート求人を含む。

●【前月比】主要産業別の新規求人数（原数値）の増減比 （％）

令和３年

11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月

産業計 ▲ 18.4 3.1 20.0 ▲ 12.3 ▲ 8.2 ▲ 27.2 12.2 11.2 ▲ 2.8 ▲ 13.4 23.9 3.2 ▲ 6.1 4.5 0.6

建設業 ▲ 15.6 ▲ 18.0 15.7 8.6 ▲ 12.5 10.4 ▲ 5.6 18.4 4.8 ▲ 8.8 6.2 21.3 ▲ 11.6 ▲ 5.8 ▲ 4.1

製造業 ▲ 35.5 ▲ 23.6 51.9 ▲ 7.2 ▲ 18.6 ▲ 32.5 91.2 ▲ 43.8 7.2 33.4 ▲ 26.1 26.3 ▲ 6.1 ▲ 5.0 12.4

情報通信業 ▲ 50.7 76.5 ▲ 28.3 ▲ 11.6 78.9 ▲ 45.6 35.1 28.0 ▲ 43.8 ▲ 5.6 155.9 ▲ 36.8 ▲ 49.1 67.9 ▲ 21.3

運輸業,郵便業 27.6 ▲ 32.5 2.8 17.2 2.3 ▲ 32.7 75.3 ▲ 14.1 ▲ 4.4 ▲ 10.2 ▲ 0.5 24.4 65.4 ▲ 50.1 14.6

卸売業,小売業 ▲ 28.4 ▲ 1.0 6.5 26.5 ▲ 35.5 ▲ 20.8 3.3 21.1 9.3 ▲ 9.9 6.2 11.1 ▲ 28.4 4.6 18.7

学術研究,専門・技術サービス業 ▲ 35.7 15.7 110.4 ▲ 64.4 31.9 ▲ 4.2 ▲ 34.1 21.7 115.1 ▲ 63.7 184.2 ▲ 37.7 ▲ 31.7 88.4 ▲ 23.8

宿泊業,飲食サービス業 ▲ 13.3 ▲ 1.5 14.1 ▲ 27.0 5.3 ▲ 44.4 ▲ 41.9 136.4 6.9 ▲ 39.9 91.8 17.6 ▲ 14.9 ▲ 16.5 ▲ 26.8

生活関連サービス業,娯楽業 24.7 ▲ 1.9 ▲ 6.8 10.6 2.6 ▲ 54.0 ▲ 42.2 106.8 39.2 ▲ 31.5 29.5 14.3 26.4 ▲ 28.6 ▲ 1.0

教育,学習支援業 40.7 ▲ 37.7 198.0 ▲ 50.5 ▲ 27.4 ▲ 28.3 ▲ 19.7 50.8 ▲ 13.0 ▲ 40.0 122.9 18.7 ▲ 29.9 113.5 ▲ 16.3

医療,福祉 ▲ 11.2 38.9 ▲ 10.3 ▲ 11.5 26.7 ▲ 36.4 1.8 56.1 ▲ 28.8 ▲ 1.9 36.6 ▲ 23.6 7.8 26.6 ▲ 17.0

サービス業(他に分類されないもの) ▲ 27.9 ▲ 12.7 14.7 ▲ 17.7 ▲ 11.2 ▲ 8.5 2.4 ▲ 4.2 8.9 ▲ 28.9 66.7 5.3 ▲ 21.6 17.7 2.6
※パート求人を含む。

令和元年 令和２年

令和元年 令和２年

令和元年 令和２年

産業別の新規求人数の動向について

○新規求人数の前年同月比を業種別にみると、令和３年１月の産業計では▲22.4％の減少となり、12月の▲7.4％の減少と比較すると減少幅は増加した。特に
「宿泊業,飲食サービス業」からの新規求人数の減少が続いている。GoToトラベルの一時停止、時短営業などで労働需要は減退している。

○「製造業」では、一部の＜食料品製造業＞において巣ごもり需要による生産増が認められるものの、観光関連における消費需要は大きく減少している。

「自動車・同付属品製造業」において半導体の供給制約による影響に留意が必要であるものの、業務用機械関連や半導体製造関連の新規求人数の減少幅は

縮小傾向にある。

４



山梨県内の雇用調整助成金等取扱状況について

５

○雇用調整助成金（緊急雇用安定助成金を含む。）の申請件数は２０，９９６件、支給決定件数は２０，６２５件、支給決定金額は１８８億８千万円となって
いる。申請件数を産業別で見ると「製造業」が最も多く、全体の２６％を占めている。次いで、「宿泊業・飲食サービス業」が２１％、「卸売業・小売業」が
１８％で、この３業種で全体の６５％を占めている。なお、申請事業所数は約３，０００社であった。
○新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金の申請件数は８，９５９件、支給決定等件数は８，１８１件、支給決定金額は５億３百万円であった。

　※グラフには緊急雇用安定助成金を含んでいます。

ＡＢ 農・林・漁業, 53, 0%

D 建設業, 859, 4%

Ｅ 製造業, 5311, 26%

Ｆ 電気・ガス・熱供

給・水道業, 11, 0%

Ｇ 情報通信業, 157, 1%

Ｈ 運輸業・郵便業, 1357, 

7%

Ｉ 卸売業・小売業, 3708, 

18%

Ｊ 金融業・保険業, 37, 0%

Ｋ 不動産業・物品賃貸業, 

305, 1%

Ｌ 学術研究、専門・

技術サービス業, 312, 

2%

Ｍ 宿泊業、飲食サービス

業, 4451, 21%

Ｎ 生活関連サービス業、

娯楽業, 1918, 9%

Ｏ 教育、学習支援業, 208, 

1%

Ｐ 医療、福祉, 738, 4%
Ｑ 複合サービ

ス業, 55, 0%

Ｒ サービス業（他に分類

されないもの）, 1299, 6%

雇用調整助成金産業別申請状況（令和３年２月末現在） （件数、％）

山梨労働局

支給決定金額

累計 累計 （累計）

Ｒ２.５月 494 ー 399 ー 276,909,217円

６月 1,770 2,264 1,222 1,621 1,578,510,145円

７月 2,634 4,898 2,460 4,081 5,002,106,619円

８月 2,929 7,827 2,760 6,841 8,528,090,072円

９月 2,818 10,645 2,786 9,627 11,071,314,181円

10月 3,130 13,775 2,975 12,602 13,347,991,646円

11月 2,036 15,811 2,617 15,219 15,318,501,163円

12月 1,706 17,517 1,987 17,206 16,524,684,293円

１月 1,804 19,321 1,778 18,984 17,858,660,272円

Ｒ３.２月 1,675 20,996 1,641 20,625 18,880,605,718円

※ ５月分には４月以前も含まれている。

支給申請件数 支給決定件数

雇用調整助成金月別申請件数（緊安金含む）
雇用調整助成金（緊急雇用安定助成金を含む）

新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金

支給金額 支給金額

累計 累計 （累計） 累計 累計 （累計）

Ｒ２.７月 330 13 1,216,964円 Ｒ３.１月 1,386 7,866 1,308 7,127 438,030,214円

８月 1,193 1,523 856 869 63,419,353円 ２月 1,093 8,959 1,054 8,181 503,217,111円

９月 1,529 3,052 1,332 2,201 140,189,910円

10月 1,710 4,762 1,973 4,174 247,005,221円

11月 592 5,354 1,000 5,174 317,827,117円

12月 1,126 6,480 645 5,819 366,087,132円

支給決定等件数申請件数 支給決定等件数 申請件数


